第15事件　診療録閲覧請求事件(東京高判昭和61年8月28日)
事案の概要
Xは、慢性肝障害のため国立病院に入院し、インターフェロンの治験を受けていた。Xはその入院中、担当医師に診療録等の閲覧を申出たが、拒否された。そこで、退院後、Y(国)を相手取り、当該診療録の開示を求めてX出訴。本件は、本人訴訟であった。
Xは、診療録開示請求権の根拠として、①憲法13条及び刑法134条の法意、②一般的に診療契約そのものに基づき、及び具体的な本件診療契約の特殊性に基づく権利をあげていた。
裁判経過
裁判所は、事件を上記の①②に分離した。
①憲法13条及び刑法134条に基づく開示請求
最高裁まで争ったが、X敗訴。
具体的にどのような内容が争われたかは、不明。
②診療契約に基づく開示請求
原審(東京地裁)　　X敗訴。
一般診療契約及び本件特殊診療契約上も、権利として直ちに診療録の閲覧請求権は生じない。
控訴審(本件判決)　　X敗訴(控訴棄却、確定)。
１．医療契約の性質は患者・医師間の合意で成立する「一種の準委任契約」である。そして民法645条の法意により、医師は患者に対する一定の報告義務を負うが、この報告義務は診療録の開示をする義務とまではいえない。また、診療録の作成について定める医師法24条は、患者に診療録の開示請求権を保障するものとは言えない。なお、医療事故等、診療録閲覧の具体的必要性がある場合については、異なる立論をする余地がある。
２．本件の具体的な診療契約は、医学上確立されていない医療行為をすることを含むものであり、その結果として、医師は通常の医療契約よりも患者に対し、詳細な報告をする義務を有するといえるが、なお診療録の開示義務まで負わせるものとは言えない。また、診療録の開示を特に合意した事情もない。
関連条文
医師法24条1項：医師は、診療をしたときは、遅滞なく診療に関する事項を診療録に記載しなければならない。(2項略)
民法656条(準委任)、645条(受任者による報告)。
---
医師法19条1項：診察に従事する医師は、診察治療の求があつた場合には、正当な事由がなければ、これを拒んではならない。(2項略)
コメント
①診療関係を準委任「契約」と捉えることは妥当なのか――医師法19条(応召義務)等との関係
②「具体的必要性」があれば開示請求が認められるという留保を付した点について
③診療録閲覧の現状等
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